
【事務事業シート（政策的経費）】

1

2

見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

事業主体である愛媛県社会福祉協議会において、テレビやラジオでの重点的なCM放送等の広報に努めるとともに、県においてもHPやSNS等で

の発信を行うなど、できる限りの周知に取り組んだが、本事業では個人情報保護の観点からプッシュ型の情報提供ができず、目標値を大きく下

回った。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

申請者に対しては、食料品の支給に加えて、必要な場合は、県社会福祉協議会から各市町の自立支援機関につなげることができ

た。また、生活困窮者の支援策については、引き続き、国に対して一律の実施を要望する。

千円

決算額 52,332 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
628,206 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 3.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 3 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 ― ％ 目標値 ―

時点･期間

現状値 ― ％

目標値 100 ％ 目標値 ―

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 時点･期間

始期 R5

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

低所得世帯の食料品受取率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

６年度以降は、応募様式への押印廃止や電子申請の導入等により、応募しやすい環境を整えることとしており、こ

れまでの応募実績を踏まえると、KPI目標値の達成が期待できることから、７年度予算においても取組みを維持す

る。

9月

補正

事　項 低所得世帯生活支援事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

長引く物価高騰の影響により、経済的に一層厳しい状況におかれている低所得世帯に対し、生

活支援に直結する県産米等の食料品を支給することにより、当該世帯の消費下支えと生活安定

につなげるとともに、生活困窮者自立支援制度等の支援にも結び付ける。

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

ホームページだけでなく、各市町、教育委員会、高校、大学、関係団体等を通じて周知を図るとともに、東・中・南予地域での申請に向けた講座や中間支援組織による問い合

わせ対応など、新規応募団体への取組みを強化したものの、KPI目標値を下回った。過去に応募、助成を受けた団体からの申請の割合が非常に多いことから、新規応募団体へ

の丁寧な助言、指導等といった取組みの効果が十分に表れていないことが要因と考えられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 10,983 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 11,500 千円
最終現計予

算額

達成率 ％ 達成率 ％

団体 実績値 団体

達成率 82.00 ％ 達成率 ％

50 団体

実績値 41 団体 実績値 団体 実績値

50 団体 目標値 50 団体 目標値

R7年度 時点･期間 R8年度

現状値 46 団体

目標値 50 団体 目標値

R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

R8年度

Ｋ  P  Ｉ

応募団体数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 「三浦保」愛基金社会福祉分野公募事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

地域の実情に応じ創意工夫を凝らした福祉活動を行う社会福祉団体等を公募のうえ、その活動

に対し「三浦保」愛基金の運用益をもって助成する。

始期 H20年度

終期

令和５年度　　事後評価シート



3

4

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状を踏まえると、KPIは目標達成すると

考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 19,339 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 20,962 千円
最終現計予

算額

実績値 市町

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

市町

実績値 1 市町 実績値 市町 実績値 市町

市町 目標値 3 市町 目標値 5

時点･期間 R5~Ｒ8年度

現状値 1 市町

目標値 1 市町 目標値 2

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R1~Ｒ4年度 時点･期間 R5~Ｒ5年度 時点･期間 R5~Ｒ6年度 時点･期間 R5~Ｒ7年度

始期 R4

終期 R9

Ｋ  P  Ｉ

重層的支援体制整備事業実施市町数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

当初 事　項 地域支え合い・包括的地域福祉推進事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

西日本豪雨の被災者の安定的な日常生活の確保に向けた支援を継続するとともに、平時から複

雑化する地域課題を地域全体で包括的に受け止め、解決を図る体制づくりを推進するほか、市

町が取り組む多機関協働等事業に要する経費を補助する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

保護施設等感染拡大防止対策事業の実施により、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大した令和元年度以降のサービス停止事業

所を0施設に抑え、保護施設のセーフティネットとしての役割を維持することで、KGI実績値の向上に好影響を与えることができ

た。

千円

決算額 1,275 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 8,858 千円
最終現計予

算額

実績値 施設

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

施設

実績値 0 施設 実績値 施設 実績値 施設

施設 目標値 0 施設 目標値 0

時点･期間 Ｒ８年度

現状値 0 施設

目標値 0 施設 目標値 0

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 Ｒ５年度 時点･期間 Ｒ６年度 時点･期間 Ｒ７年度

始期 R1

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

新型コロナによるサービス停止事業所数

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 保護施設等感染拡大防止対策事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

新型コロナ感染者の発生時に事業活動が可能な体制を確保するため、感染症対策

や人員確保等に要する経費を補助する。



5

6

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降もプラットフォーム登録者を増員するた

めの取組みを行うことで、KPIの目標は達成すると考えられることから、７年度予算においても本事業の取組みを

維持する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 8,547 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 13,267 千円
最終現計予

算額

実績値 団体

達成率 105.00 ％ 達成率 ％ 達成率

団体

実績値 63 団体 実績値 団体 実績値 団体

団体 目標値 ― 団体 目標値 ―

時点･期間

現状値 48 団体

目標値 60 団体 目標値 70

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R4～5年度 時点･期間 R4～6年度 時点･期間

始期

終期

Ｋ  P  Ｉ

官民連携プラットフォーム参加団体数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度の目標達成率が想定よりも低調であったことに加え、R6年度もR5年度と同じ人員数であるという現状を踏

まえると６年度も同様の状況が見込まれるため、地域生活定着支援センターの周知を行うほか、対象者の施設等の

受入先の新規掘り起しを行い、更なる成果の向上につなげる。

当初 事　項 孤独・孤立対策緊急総合支援事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

孤独・孤立対策を総合的に推進するため、長引くコロナ禍や原油価格・物価高騰等でさらに深

刻な状況に置かれている県民を対象に分野横断的な相談体制を構築するとともに、NPO法人等

が行う生活困窮者等への支援に要する経費を補助する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

支援件数について、前年度（令和４年度）15件で今年度は17件と２件増加したが、目標値には届かず未達成となった。令和４年度と比較して被疑者等支援

業務の支援件数や相談支援業務の支援件数が増加したことで、これらの業務量が増加し、コーディネート業務の支援件数を伸ばすことができなかったことが

要因であると考えられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 30,835 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 30,835 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 92.89 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 209 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 275 件 目標値 300

時点･期間 H22～R8年度

現状値 177 件

目標値 225 件 目標値 250

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 H22～R3年度 時点･期間 H22～R5年度 時点･期間 H22～R6年度 時点･期間 H22～R7年度

始期 H22

終期 －

Ｋ  P  Ｉ

地域生活支援センターによるコーディネート業務の支援件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 地域生活定着促進事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

福祉的な支援を必要とする矯正施設退所予定者及び被疑者等について、退所後直ちに福祉サー

ビス等につなげるための準備を進める地域生活定着支援センターの運営に要する経費を支出す

る。



7

8

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

R5年度はR4年度よりも廃止世帯数が増加したものの、生活保護受給世帯数が減少傾向にあることから、７年度は

KPI目標値の引き下げを検討し、現状に合った目標値の設定を図る。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

　R4年度と比較して、生活保護廃止世帯数は増加したものの、生活保護受給世帯数が減少傾向にあることもあり、目標値には届か

なかった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 2,274,826 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
2,503,667 千円

最終現計予

算額

実績値 世帯

達成率 80.56 ％ 達成率 ％ 達成率

世帯

実績値 145 世帯 実績値 世帯 実績値 世帯

世帯 目標値 180 世帯 目標値 180

時点･期間 R8年度

現状値 129 世帯

目標値 180 世帯 目標値 180

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 S25

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

生活保護廃止世帯数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

本大会は、県内の社会福祉関係者が一堂に会し、関係者の連携・協働等を確認する大変重要な機会であり、令和５

年度は達成率が72％にとどまったものの、２千人近くが参加した。今後も同程度の人数が参加する予定であり、

KPIの目標値も一定程度達成できる見込みであることから、７年度予算の見直しは想定していない。

2月

補正

後

事　項 扶助費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

日本国憲法第25条の理念に基づき生活に困窮する国民の最低限度の生活保障す

るため、生活保護を実施する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

大会の主催者は、当初、会場である愛媛県民文化会館メインホールの約９割の参加を見込んでいたものの、市町等の参加団体が感

染症の拡大防止等に配慮した結果、参加者は目標値を下回った。なお、目標値は、大会主催者の見込みを記入しており、Ｒ６年度

以降変更する可能性がある。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 500 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 500 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 76.84 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 1921 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 2500 人 目標値 2500

時点･期間 R8年度

現状値 2236 人

目標値 2500 人 目標値 2500

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R元年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 S28

終期

Ｋ  P  Ｉ

社会福祉大会の参加者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 愛媛県社会福祉大会補助金 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要
県社会福祉大会を開催するための県補助金



9

10

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

R5年度はR4年度よりも廃止世帯数が増加したものの、生活保護受給世帯数が減少傾向にあることから、７年度は

KPI目標値の引き下げを検討し、現状に合った目標値の設定を図る。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

　R4年度と比較して、生活保護廃止世帯数は増加したものの、生活保護受給世帯数が減少傾向にあることもあり、目標値には届か

なかった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 18,568 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 21,204 千円
最終現計予

算額

実績値 世帯

達成率 80.56 ％ 達成率 ％ 達成率

世帯

実績値 145 世帯 実績値 世帯 実績値 世帯

世帯 目標値 180 世帯 目標値 180

時点･期間 R8年度

現状値 129 世帯

目標値 180 世帯 目標値 180

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 S25

終期 －

Ｋ  P  Ｉ

生活保護廃止世帯数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

新型コロナの５類移行から１年以上が経過し、委員活動も活発化してくることが期待されるため、令和７年度も研

修や活動費補助の取組みを維持する。

2月

補正

後

事　項 生活保護業務費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要
生活保護制度の適正かつ効率的な運営を図る。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

新型コロナの感染症法上の位置づけが５類に移行したものの、民生児童委員は高齢者が多いことから、感染予防のため対面での相談対応を控えられた可能性がある。また、令

和４年12月の一斉改選では、委嘱者2,636人に対して新任が966人と、全体の36.6%を占めており、新任委員が地域の状況を把握できておらず、活動に不慣れであったことも

要因と考えられる。なお、活動日数は令和４年度の296,455日から1,593日増の298,048日となっており、委員活動自体は活発に行われていた。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 165,234 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
166,397 千円

最終現計予

算額

実績値 件

達成率 73.67 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 53661 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 74835 件 目標値 75835

時点･期間 R8年度

現状値 59038 件

目標値 72835 件 目標値 73835

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期

終期

Ｋ  P  Ｉ

民生児童委員の年間相談件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 民生児童委員・主任児童委員費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要
民生児童委員､主任児童委員の研修､実費弁償等に要する経費(中核市除く）
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見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

本制度は第２のセーフティネットとして全国一律で実施されていることから、県や市町、社協での周知を強化する

ことで、必要な方に対して適切に貸付を行うことができると考えており、令和７年度予算においても取組みを維持

する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

生活困窮者対策として、県や市町、社協等の関係団体において積極的に周知を行っており、相談件数は増加しているものの、貸付

要件を満たす者がKPI目標値に至らなかったもの。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 378,035 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
378,035 千円

最終現計予

算額

実績値 件

達成率 89.06 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 285 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 320 件 目標値 320

時点･期間 R8年度

現状値 1977 件

目標値 320 件 目標値 320

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 S30

終期

Ｋ  P  Ｉ

貸付件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度の目標達成率が想定よりも低調であったことに加え、６年度も同様の状況が見込まれるため、生活困窮者自

立支援制度に関するリーフレットの内容の改善を図る等、対象者が相談窓口につながりやすくすることで、更なる

成果の向上につなげる。

当初 事　項 生活福祉資金貸付事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

生活福祉資金貸付制度の安定的な運営を図るため、貸付事業実施者に対し事務費

の補助を行う。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

毎月相談はあるものの、R5.5から新型コロナウイルス感染症が５類に移行したことなどから相談件数が減少し、未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 87,618 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 97,447 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 73.62 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 173 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 235 件 目標値 235

時点･期間 R8年度

現状値 232 件

目標値 235 件 目標値 235

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H27

終期 －

Ｋ  P  Ｉ

相談窓口における新規相談受付件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 生活困窮者自立支援事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

生活困窮者自立支援法に基づき、県が所管する郡部において、相談窓口の設置や住居確保給付

金の支給など、各種事業を実施することにより、生活困窮者の早期自立を図る。


